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わが国 ODA は、ODA 大綱、ODA 中期政策、国別援

助計画といった基本政策などに基づき実施されてい

る。 

2003 年 8 月に改定された ODA 大綱は、その目的に

「我が国の安全と繁栄の確保」が明記されるとともに、

①人間の安全保障、②平和の構築、③（分野や対象

の）重点化、④政策協議の強化、⑤国民参加の拡大、

といった新たな概念が追加された。 

このうち重点課題の筆頭に挙げられた貧困削減に

ついては、東アジアの開発経験を踏まえ、経済成長を

通じた貧困削減（pro-poor growth）が重要であるという

のがわが国の基本的な考え方である。 

 

 

 
 

Agricultural and 
 Rural Development 

２ 農業農村開発協力の実績 

わが国政府開発援助（ＯＤＡ）を巡る状況 
 

わが国の国際協力の基本方針 
■ 改定後ＯＤＡ大綱の概要（2003 年 8 月閣議決定） 
 

Ⅰ．理念－目的、方針、重点 
１．目的： 国際社会の平和と発展への貢献を通じて、 

我が国の安全と繁栄の確保に資する 
２．基本方針 

(1) 開発途上国の自助努力支援  (2) 人間の安全保障の視点 
(3) 公平性の確保           (4) 我が国の経験と知見の活用

(5) 国際社会における協調と連携 
３．重点課題 

(1) 貧困削減     (2) 持続的成長 
(3) 地球的規模の問題への取組   (4) 平和の構築 

４．重点地域： アジアは重点地域。ただし、分野や対象を重点化 
他地域も、各地域の援助需要等に留意しつつ、重点化 

Ⅱ．援助実施の原則 
開発途上国の援助需要などを総合的に判断の上、実施 

Ⅲ．援助政策の立案及び実施 
１．援助政策の立案及び実施体制  

(1) 一貫性のある援助政策の立案  (2) 関係府省間の連携 
(3) 政府と実施機関の連携       (4) 政策協議の強化 
(5) 政策の決定過程・実施における現地機能の強化 
(6) 内外の援助関係者との連携 

２．国民参加の拡大 
３．効果的実施のために必要な事項 

■ わが国国際協力の基本方針 
 

わが国の ODA 政策 
食料・農業・農村基本計画 
○ 今後 10 年程度を見通して定めた食料、農業及

び農村に関する各種施策の基本となる計画。概

ね 5 年ごとに見直し。2005.3 見直し ODA の基本政策 

 
○ 政府の開発援助の理念や原則などを明確にしたもの 

1992.6 閣議決定、2003.8 改定 

政府開発援助（ODA）大綱 

 
○ 今後 3～5 年を念頭に、ODA 大綱のうち内外により具体的に

示すべき事項を中心として、ODA を一層戦略的に実施する

ための方途を示したもの。1999.8 閣議報告、2005.2 見直し

 

農村振興局が行う農業農村開発分野

の協力に関する ODA 政策 

個別のプロジェクト、現地 ODA タスクフォース 

ODA 中期政策 

 
○ 国別に、今後 5 年程度を目途としたわが国の援助計画・政策

を示したもの 
（上記の他に、分野や課題別の政策イニシアティブがある）

国別援助計画 

 
○ 今後 5 年程度を念頭に、農村振興局が

行う農業農村開発分野の協力の「意義・

目的」と「具体的な施策の方向」を整理 
○ 国別援助計画の策定や、個別のプロジ

ェクト、現地 ODA タスクフォースの実施

に際して、農業農村開発分野の協力の

「意義・目的」と「具体的な施策の方向」

を積極的に発信 

農業農村開発協力の展開方向
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わが国は、1954 年に ODA を開始して以来、50 年間で

185 カ国・地域に対して約 2210 億ドルを供与してきた。 

この間のわが国 ODA の歩みを振り返ると、①援助

の 仕 組 み な ど を 整 備 し た 「 体 制 整 備 期 」 、 ② 量

的拡大を図った「計画的拡充期」、③冷戦後の新しい 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

国際環境の下での「政策・理念充実期」、④国内の厳し

い経済財政状況やODAへの国民参加の拡大、平和の

構築といった国際社会の新たな課題に対応するため

の「新たな時代への対応期」、の４つの時期に区分す

ることができる。 

 

 

 

 

わが国ＯＤＡの近年の状況 

わが国ＯＤＡの経緯 

■ わが国 ODA の経緯 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注： DAC＝経済協力開発機構の開発援助委員会 
   JBIC＝国際協力銀行 

JICA＝国際協力機構 
OECF＝海外経済協力基金 
OTCA＝海外技術協力事業団 

資料：ODA 白書 2004 年版、外務省（2004） 

    

1954 年 コロンボ・プラン加盟 

1960 年代 1950 年代 1970 年代 1980 年代 1990 年代 

①体制整備期 
（1954～1976 頃） 

1958 年 円借款開始（対インド） 

1961 年 OECF（現 JBIC）設立 

1961 年 DAC 加盟 

1976 年日本の戦後賠償支払いが完了

1978 年 第 1 次 ODA 中期目標を発表

（1993 年まで 5 次に渡る） 

1989 年 小規模無償等の開始 
（草の根レベルの支援を開始） 

1992 年 「ODA 大綱」閣議決定 

1999 年 「ODA 中期政策」閣議報告

2003 年 「ODA 大綱」改定 

④新たな時代への対応期

（2003～現在） 
③政策・理念充実期 

（1992～2002 頃）

②計画的拡充期

（1977～1991 頃）

・コロンボ・プランへの加盟により ODA を開始 
・援助実施機関の立ち上げや整理統合、援助の仕

組みの多様化などを通じて援助実施体制を整備 

・累次の中期目標により

ODA の量的拡充が図ら

れ、わが国 ODA はグロ

ーバルに展開 

・冷戦後の新しい

国際環境の下、

ODA大綱や中期

政策の策定など

を通じて、わが国

の援助政策・理

念をより明確に

することに努力

・ODA 大綱が改定され、わが国

ODA は新たな転機 

ODA 実績世界一 
（1989、1991～2000） 

1962年 OTCA（現 JICA）設立

1969 年 無償資金協力開始

1955 年 専門家派遣開始 

1957 年 技術協力プロジェクト開始 

2001 年 ODA ﾀｳﾝﾐｰﾃｨﾝｸﾞ開始 

2000 年代～ 

1998 年 「国別援助計画」策定開始

現在 

2005 年 新「ODA 中期政策」策定

コロンボ・プラン： 南アジア、東南アジア、太平洋地域

諸国の開発援助のために 1950 年に設立された国際機

関。スリランカのコロンボに事務局。加盟 26 カ国 
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冷戦終結後の 1990 年代、援助国から構成される経

済 協 力 開 発 機 構 の 開 発 援 助 委 員 会 （ DAC: 

Development Assistance Committee）加盟国の ODA 支

出は停滞し、その間わが国 ODA は世界の ODA を量的

に支えてきた。しかし、国内の厳しい経済財政状況など

を背景に 1990 年代後半から減少傾向にある。 

近年、開発問題への関心の高まりを背景に欧米諸 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

国が ODA を大幅増額している一方で、日本の ODA 予

算の大幅増額は難しく、分野や対象を重点化するなど

一層効率的・効果的な ODA の実施が不可欠となって

いる。また、ODA の対 GNP（国民総生産）比率を 0.7％

にするという国連目標の達成状況は、DAC 加盟 22 カ

国中 20 位となっている。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

分野や対象を重点化したＯＤＡの実施

■ DAC 主要国の ODA 実績の推移 
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資料：DAC Database, DAC (2006) 

■ DAC 加盟国の ODA 対 GNI 比率 0.7％目標の達成状況 
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資料：ODA 白書 2005 年版、外務省（2005） 



 24

近年のわが国 ODA（支出純額ベース）は、過去に貸

し付けた有償資金協力の回収額が増加していることも

あり、形態別には技術協力の割合が増加している。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ODA の戦略性・効率性などの向上を図るため、協力

要請前から相手国と政策協議を行い、開発政策や援

助需要を十分把握するとともに、相手国の需要とわが

国の援助政策を調整することを目的として、2003 年度

に「現地 ODA タスクフォース」が立ち上げられた。 

また、グローバル化の進展や国民の間における国

際協力活動への参加意欲の高まりを背景に、NGO

（Non-Governmental Organization）、大学、地方公共団

体の関係者が ODA に参加するなど、国民各層の広範

な参加が進展している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、地域別にはアジア向けが約 5 割で依然最大と

なっている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

政策協議の強化と国民参加の拡大 ■ DAC 加盟国とわが国の NGO による援助実績の推移 
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資料：DAC Database, DAC (2006)

■ わが国の二国間 ODA の地域別配分の推移 
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注：「その他」とは、二国間 ODA のうち各地域にまたがる調査団の派遣経費、

留学生世話団体への補助金、行政経費などで、地域分類が不可能なもの 
資料：ODA 白書 2005 年版、外務省（2005） 

■ わが国の援助形態別 ODA 配分の推移 
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を除いた額であり、「無償資金協力」は債務免除元本と利息分を含む額 
資料：ODA 白書 2004 年版、外務省（2004）；ODA 白書 2003 年版、外務省（2004）；

我が国の政府開発援助 1991 上巻、外務省（1991） 

 
海外からの研修生に稲作技術を指導する農家男性（日本）

写真提供：ねつ むつお／JICA
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ODA 全体に占める農林水産分野の割合は、技術協

力プロジェクト（以下、「技プロ」）で約 4 割と高くなってい

る。一方、無償資金協力（以下、「無償」）は近年約 3 割

から 1 割へ低下したが、有償資金協力（以下、「有償」）

は逆に増加し 1 割強を占めている。 

地域別には、技プロと有償でアジアの割合が高く、

無償ではアジアの割合が減少し中南米やアフリカの割

合が増加している。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

経済成長の著しいタイの事例を見ると、農業開発に

従事する現場技術者を対象とした技プロや、無償と技

プロを連携させた研究・技術開発・研修に対する協力、

有償による灌漑施設や農村基礎インフラの整備が行

われてきた。 

その後、経済成長に合わせて無償は終了し、近年は、

有償による灌漑施設の改修や、これまでの協力成果を

活用した南南協力・広域協力の技プロが実施されてい

る。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

農林水産分野のＯＤＡの状況 

■ ODA 全体に占める農林水産分野の割合と地域別配分

の推移 
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■ タイにおける農林水産業協力のタイプ別実施状況 
 

技術協力プロジェクトの推移（件数）
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わが国の農業農村開発分野における国際協力は、

1951 年 の 「 国 際 か ん が い 排 水 委 員 会 」 （ ICID: 

International Commission on Irrigation and Drainage）へ

の加盟から開始された。 

そして、1954 年にわが国が ODA を開始した後、1959

年にブラジル及びキューバに灌漑専門家を派遣して本 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
格化した。 

現在、農業農村開発協力は、①外務省・JICA などに

よる協力（二国間協力）、②国際機関を通じた協力（多

国間協力）、③農村振興局による協力、という区分で実

施されている。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

農業農村開発協力の実績 

■ 農業農村開発協力の経緯 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：ODA 白書 2004 年版、外務省（2004） 

1951 国際かんがい排水委員

会（ICID）加盟 

体制整備期（1954～1976 頃） 
1954 コロンボ・プラン加盟（ODA 開始） 
1955 専門家派遣開始 
1961 DAC 加盟 
1976 日本の戦後賠償 

支払いが完了 

1959 ブラジル、キューバに灌

漑専門家を派遣 

計画的拡充期（1977～1991 頃） 
1978 第 1 次 ODA 中期 

目標を発表 
1989 ODA 支出純額が 

世界最大 
   （1991～2000 も 

世界一） 
1989 小規模模無償等の 

開始 
   →草の根レベルの支援を開始 

1977 構造改善局 ODA 予算の

開始 

1984 構造改善局に海外土地

改良技術室を設置 

1990 「農業・農村開発協力の展

開方向」を公表 

政策・理念充実期（1992～2002 頃） 
1992 「ODA 大綱」を閣議決定 
1998 「国別援助計画」 

の策定開始 
1999 「ODA 中期政策」 

を閣議報告 

新たな時代への対応期（2003～） 
2003 「ODA 大綱」改定 
2005 新「ODA 中期政策」策定 

1998 「21 世紀における農業農

村 開 発 協 力 の 展 開 方

向」を公表 

2006 「展開方向」の見直し 

■ 農業農村開発協力の区分 
 

国内外の農業農村開発

で培った技術、ノウハウ、

人材を活用 

 

①外務省・JICA などによ 
る協力（二国間協力） 

●専門家・調査団員派

遣 
●研修員受入支援 
●各種助言 

●専門家・調査団員派

遣 
●研修員受入支援 
●各種助言 

●専門家・調査団員派

遣 
●信託基金拠出支援 

 
 

②国際機関を通じた協力

（多国間協力） 

農村振興局の対応

●専門家派遣 
●技術協力プロジェクト 

・専門家派遣 
・研修員受入 
・機材供与 

●開発調査 

技術協力（JICA）

●無償資金協力（外務

省、JICA） 
●有償資金協力（JBIC） 

資金協力 

投入 

投入 

投入 

成果の活用

 
●技術開発・蓄積 
●派遣専門家支援 
●技術交流 
●優良案件形成支援 

●国際専門機関（FAO
など） 

●国際開発金融機関 
（ADB など） ③農村振興局

による協力
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農村振興局では、これまで54 カ国に延べ 820 人を国

際協力機構（JICA: Japan International Cooperation 

Agency）専門家などとして長期派遣し、地域別にはア

ジアが約 6 割で最大となっている。 

技術協力プロジェクトは、これまでに約 60 件を実施

し、当初は農業開発に従事する現場技術者への技術

移転が主流だったが、その後、技術センターにおいて

設計・施工に関する技術移転を行う協力が増加し、近

年では住民参加による農業農村開発や参加型灌漑管

理を進めるプロジェクトが主体となっている。 

開発調査は、これまでに灌漑開発のための調査な

どを約 350 件実施し、地域別にはアジアの案件が減少

してアフリカが増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

外務省・ＪＩＣＡなどによる協力 
（二国間協力） 

技術協力（専門家派遣、技術協力プロジェ

クト、開発調査） 
■ 長期派遣者の地域別派遣実績（1959～2005 年度） 

米国 1%欧州 2%

中南米 19%

アフリカ 8%

中東 6%
南西アジア

10%

東アジア
53%

計820人

 
注１：2006 年 2 月 1 日時点の農村振興局派遣の長期派遣者を延べ人数で集計 
注２：上記の長期派遣者とは、派遣期間が１年以上の JICA 長期派遣専門家と在

外公館派遣者。なお、国際機関に派遣された JICA 長期派遣専門家を除く

注３：地域区分は、ODA 国別データブック 2004 年度版（外務省）に基づく 
注４：2006 年 2 月 1 日時点で 27 カ国に計 53 人が長期派遣中 

■ 技術協力プロジェクトのタイプ別案件数の推移 
（1967～2005 年度） 

農業研究型

農業開発型

技術センター
型

農業普及型

住民参加型

0

5

10

15

20

1967 1971 1981 1991 2001 年度

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

数

注：2006 年 2 月 1 日時点の農業農村開発分野のプロジェクト方式技術協力、技術協

力プロジェクトを集計し、ミニプロなどは含まない。また、フォローアップは本体協力

と合わせて 1 件と集計し、アフターケアは件数に含まない 

農業開発型：農業開発に従事する現場技術者へ直接技術移転するもの

技術センター型：設計・施工に関する技術を政府職員へ移転するとと

もに、全国の灌漑技術者への研修を実施するもの 
住民参加型：農業開発型の中で、特に農民自らの参加による基盤整備

事業及び農業支援活動を実証展示するもの、並びに参加

型灌漑管理を行うもの 
農業研究型：相手国試験研究機関、大学などへ試験研究に係る技術協

力を実施するもの 
農業普及型：農業技術の普及員の育成を、訓練・研修センターを拠点

に実施するもの 

■ 開発調査の地域別案件数の推移（1975～2005 年度） 

28 32 32
25

18 13

5
15

10
7

9

8

8

4

15

11

10
17

12

13

8

10 1

2
1

3

3

5
1

5

2

6

4 4
3

1

0

20

40

60

80

1975～79 80～84 85～89 90～94 95～99 00～04 05～09
年度

件
数

東アジア 南西アジア 中央ｱｼﾞｱ及びｺｰｶｻｽ
中東 アフリカ 中南米
欧州

注１：地域区分は、ODA 国別データブック 2004 年度版（外務省）に基づく 
注２：2006 年 2 月 1 日時点の農業農村開発分野の開発調査を本格調査着手年度で集計 
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無償資金協力は、これまでアジア、アフリカを中心に

約 240 件を実施し、1990 年代前半をピークに供与件数

は減少している。 

供与件数が最多のフィリピンの事例を見ると、灌漑

施設や農村基礎インフラの整備中心から、近年は灌漑

施設の復旧・改修が増加している。また、無償資金協

力による施設・機材の整備と技術移転とを連携させた

「技術センター」に対する協力を実施してきた。 

一方、アフリカにおいて供与件数が最多の西アフリ

カ諸国の事例を見ると、小規模な灌漑施設の整備や、

道路・集会所などの農村基礎インフラの整備が中心と

なっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

有償資金協力は、これまでアジアを中心に約 210 件

を実施してきた。 

供与件数が最多のインドネシアの事例を見ると、灌

漑農地を開発するための灌漑排水施設の整備中心か

ら、近年では、小規模な灌漑施設の整備や維持管理

のための農民水管理組織の育成をあわせた小規模灌

漑管理への協力を実施している。 

一方、アフリカに対してはこれまで灌漑排水施設の

整備などの協力を実施してきたが、債務問題が深刻な

「重債務貧困国」が多いことから、1990 年代後半から

有償資金協力は実施していない。 

 
 
 
 
 
 

■ 対アフリカ有償タイプ別供与件数の推移（1965～2005 年度） 

灌漑排水
施設

農村
基礎インフラ

0

1

2

3

1965 1971 1981 1991 2001 年度

件
数

注：協力実績のあるケニア、タンザニア、ナイジェリア、エチオピアを集計

資金協力 

■ 無償資金協力の地域別供与件数の推移（1974～2005 年度）

7 14
24

15
7

7

13

19
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4

5

6
6
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20

12

5

11

7

12 11
14

2 1
3

1

32

1

2

0

20

40

60

80

1974～79 80～84 85～89 90～94 95～99 00～04 05～09年度

件
数

東アジア 南西アジア 中央ｱｼﾞｱ及びｺｰｶｻｽ

中東 アフリカ 中南米

大洋州

注１：地域区分は、ODA 国別データブック 2004 年度版（外務省）に基づく 
注２：農業農村開発分野の一般無償資金協力を交換公文（E/N）締結日で集計 
注３：2006 年 2 月 1 日までに E/N を締結したものを集計 

■ 対フィリピン無償タイプ別供与件数の推移（1974～2005 年度）

灌漑排水
施設

小規模・末端
灌漑排水

施設

農村
基礎インフラ

技術センター 灌漑施設
復旧・改修

0

2

4

1974 1981 1991 2001 年度

件
数

■対西アフリカ無償タイプ別供与件数の推移（1974～2005 年度）

小規模・末端
灌漑排水

施設

灌漑施設
復旧・改修

農村
基礎インフラ

技術センター

0

2

4

1974 1981 1991 2001 年度

件
数

注：西アフリカ諸国のうち、協力実績のある 10 カ国を集計 

■ 有償資金協力の地域別供与件数の推移（1965～2005 年度）
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3 1
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1965～69 70～74 75～79 80～84 85～89 90～94 95～99 00～04 05～09年度

件
数

欧州

中南米

アフリカ

中東

南西アジア

東アジア

注１：地域区分は、ODA 国別データブック 2004 年度版（外務省）に基づく 
注２：農業農村開発分野の有償資金協力を交換公文（E/N）締結日で集計 
注３：2006 年 2 月 1 日までに E/N を締結したものを集計 

■ 対インドネシア有償タイプ別供与件数の推移（1965～2005 年度）

灌漑排水

施設

水資源

セクター

ローン

灌漑施設

復旧・改修

農村

基礎インフラ
小規模

灌漑管理

0
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8
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件
数

重債務貧困国（HIPCs: Heavily Indebted Poor Countries）：世界で最も貧

しく重い債務を負っている開発途上国。1996 年に、１人当たり GNP
や債務合計額などの基準に従い、IMF 及び世界銀行により認定

無償資金協力 有償資金協力 
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多国間協力は、国際機関の専門知識や国際的ネッ

トワークを利用し、発展段階の進んだ拠点国の知識・ノ

ウハウを周辺国に波及させる広域協力・南南協力を実

施できるなど二国間協力にない利点があることから、こ

れまで農業農村開発分野においても積極的に推進し 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
てきた。 

具体的には、専門家派遣と拠出金により、中南米の

土壌侵食対策のための調査や、アジアのメコン河流域

の効率的水利用調査などの農業用水の効率的利用に

関する調査を中心に実施している。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 国際機関への拠出金による主な協力の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注１：上記の派遣者数は、2006 年 2 月 1 日時点の農村振興局派遣の長期派遣者（派遣期間 1 年以上） 

を延べ人数で集計したもの 
注２：上記以外に、アジア開発銀行（ADB）、経済協力開発機構（OECD）などにも計 29 人を派遣 
注３：2006 年 2 月 1 日時点で FAO, MRC, IWMI, ADB, OECD に計 6 人が長期派遣中 
注４：アジア水田・水環境システム分析評価調査は、FAO、MRC の両者に供出 
 

 
国連食糧農業機関（FAO）を通じた協力 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1956 年から計 29 人を派遣 

中南米（土壌侵食対策） 
中南米諸国持続的農業開発のた

めの農地管理対策調査 
（1995～1999） 

1990 年代 

メコン河委員会（MRC）を通じた協力 
 
 
 
 
 
 

1975 年から計 16 人を派遣（ESCAP への派遣を含む）

メコン河流域農地水資源

管理調査 
（1997～2000） 

中南米丘陵地域持

続的土地利用計画

モデル策定調査 
（2001～2003） 

国際水管理研究所(IWMI)を通じた

協力 
 
 
 
 
1991 年から計 3 人を派遣 

アジア（灌漑） 
アジアモンスーン地

域水田灌漑評価調

査（2002～2004） 

メコン河流域の効率的水

利用調査事業 
（2001～2004） 

効率的水利用施策強化調査 
（2003～） 

2000 年代 

中南米西部諸国等土壌侵

食対策調査 
（1991～1994） 

アジア水田・水環境

システム分析評価

調査（2005～） 

アジア水田・水環

境システム分析評

価調査（2005～） 

現在 

国際機関を通じた協力（多国間協力）

国際機関への拠出金による協力事例 
 

ＦＡＯ、ＭＲＣへの協力事例 「アジア水田・水環境システム分析評価調査」 
 

○ アジア・モンスーン地域における水田・農業用水の多様な役割を適正に維持

増進する政策を提案するとともに、それを踏まえた水利用モデル計画を策定 

○ 2005 年度に 61 百万円を拠出し、継続中 

 

ＩＷＭＩへの協力事例 「効率的水利用施策強化調査」 
 

○ 食料生産と自然環境の共生が可能となる灌漑システムの整備、管理手法及

び効率的な灌漑用水の利用についての施策を提言 

○ 2003～2005 年度に計 27 百万円を拠出し、継続中
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1977 年度から開始された農村振興局 ODA 予算は、

当初はプロジェクト形成のための基礎調査や情報整備

を中心に実施されていた。 

そして蓄積した情報をもとに、地球的規模の食料・貧

困・環境問題へ対応する必要があるとの観点から、砂

漠化防止対策のための基礎調査や実証調査を西アフ

リカにおいて実施してきた。引き続きその成果を改良し

て、東アフリカ、アジア、中南米において展開している。 

また、アジアを中心に、農民参加による農業農村開

発手法である「村づくり」協力手法を開発し、その成果

を活用して復興支援に対する協力を開始している。 

 

 

 
 
 
 

■ 農村振興局 ODA 予算の推移 
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その他

JICA（国際協力機構）委託

ADCA（海外農業開発ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会）補助

JIID（日本水土総合研究所）補助

JIID（日本水土総合研究所）委託

J-Green（緑資源機構）補助

21 32

532

1184

763

注：上記は農村振興局計上分の予算であり、大臣官房国際部計上分の拠出金は

含まない 

農村振興局による協力 

■ 主要課題に対する農村振興局の主な協力の推移 

 

プロジェクト形成、情報整備（1977～） 

2000 年代～ 

地球環境保全対策（1985～） 

1970 年代 1980 年代 1990 年代 

プロジェクトファインディング基礎調査（1977～1993） 

海外農業開発技術情報整備（1982～1999） 

現在 

プロジェクト事前調査（1994～） 

西アフリカ（砂漠化防止） 

砂漠化防止対策実

証 調 査 （ 1990 ～

1995） 

砂漠化防止対策技

術開発調査（ 1996
～2000） 

東アフリカ（砂漠化防止） 
基礎調査（1991～

1995） 

アジア（砂漠化防止） 

基礎調査（1993～1999） 

中南米（土壌侵食防止） 
 

砂漠化防止対策基礎調

査（1985～1990） 

アジア（熱帯林保全） 
熱帯林保全

農 業 ・ 農 村

開発実証調

査 （ 1993 ～

1998） 

熱帯林保全農

業 ・ 農 村 開 発

基 礎 調 査

（1992～1995）

農地・土壌侵

食防止対策実

証 調 査 （ 1999
～2003） 

農地・土壌侵食防

止 対 策 基 礎 調 査

（1995～1999） 

村づくり（1989～2004） 
海外村づくり基礎調査（1989～2004） 

JICA 技術協力プロジェクト

参加型灌漑管理（1996～） 
海外水管理農民組

織状況調査（ 1996
～2000） 

砂漠化防止対策推

進 体 制 検 討 調 査

（2001～） 

同左（汎用化）(2004～)

地域資源利活用砂

漠化防止対策調査

（2004～） 

地域資源利活用農

業農村開発基礎調

査（2005～） 

自立支援型黄

砂発生源対策

検討調査 
（2005～）

アジア地域砂漠化防止

対策調査（2000～） 

水資源開発戦略構築調査 
（2001～） 

復興支援（2004～） 

参加型農業農村復興支援

対策調査（2004～） 

JICA 開発調査 

JICA 技術協力プロジェクト

30



 31 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

砂漠化に対処するため、①農林水産省補助事業に

より、西アフリカにおける実証調査などを通じて砂漠化

防止対策技術を開発した。そして、開発した技術を適

用し、実証調査を含む②JICA 開発調査、③農林水産

省委託事業により、同地域では砂漠化防止計画を策

定した。 

さらに、これらの結果を応用し、④農林水産省補助 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

事業により東アフリカにおける砂漠化防止対策技術や

アジアにおける黄砂発生源対策技術を開発している。 

また、これら一連の協力に対し、例えばニジェールで

は、開発された技術の有効性などについて住民や政府

職員などが高く評価している。 

このように、開発した技術は JICA 開発調査などに適

用されていることから、協力の成果は十分に波及して

いるものと考えられる。 

 

 
 

Agricultural and 
 Rural Development 

３ 
農業セクターにおける成果の

評価 

砂漠化防止 
 

わが国の農業農村開発分野における国際協力では、外務省、JICA などによる協力に加え、農村振

興局が独自に緑資源機構（J-Green: Japan Green Resources Agency）、日本水土総合研究所（JIID: 

Japanese Institute of Irrigation and Drainage）などを通じて、協力に必要な技術や手法の開発を推進し

ている。ここでは、今後の具体的な施策の方向を検討するため、これまでの「展開方向」に基づいて農

村振興局が独自に開発した代表的な技術・手法について、開発された技術基準や手法の適用状況な

どを視点とし、相手国から見た評価を踏まえて農業セクターにおける協力成果の波及状況を評価し

た。 

■ 砂漠化防止対策の波及状況 

 
 
実施機関：J-Green 

 

・ニジェール川流域 9 カ国において、現状把

握、原因分析などの基礎データを収集 

 
・ニジェールで、現地住民参加のもと各種砂

漠化防止対策技術を試行し、有用性を確認 

 
・ニジェールで有用性が確認された技術を、

自然条件が異なるマリ、ブルキナファソで

も試行。サヘル地域全体に適用できるよう

汎用化し、サヘル地域砂漠化防止対策技術

集を作成 

 

ティラベリ県砂漠化防止計画

（1997～1998） 
サヘルオアシス開発計画調査

（2005～）

開発した技術を応用 

サヘル地域砂漠化防止対策技術集 
サヘル地域の砂漠化防止に有用な農牧林業

などの技術（計画策定、住民組織育成、水

資源開発、水資源利用、農地保全、農業、

牧畜、植林）を取りまとめ 

調査結果を応用

 
セグー地方南部砂漠化防止計画

 

実施機関：J-Green 

エチオピア 
地域資源利活用砂漠化防止対策調

査（2004～） 
・地域資源循環を重視した農業農村開発 
・半乾燥地域、天水農業地域への活用

東アフリカの半乾燥地域(2004～)

中国西部 
アジア地域砂漠化防止対策調査

（2000～） 
モンゴル 

自立支援型黄砂発生源対策検討調

査（2005～） 

アジアの乾燥地域(2000～)

砂漠化、黄砂などの地球的規模の環境問題が発生

② JICA 開発調査

ニジェール 

マリ（2000～）

① 農林水産省補助事業

（西アフリカ） 

基礎調査（1985～1990） 

実証調査（1990～1995） 

技術開発調査（1996～2000）

④ 農林水産省補助事業

開発し

た技術

を適用 

砂漠化防止対策の実践へ 

西アフリカ（乾燥地域）

 

実施機関：JICA、J-Green 

③ 農林水産省委託事業

 
砂漠化防止対策推進体制検討調査

ブルキナファソ（2001～）

調査結

果を適

用 
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■ 相手国の政府職員から見た評価（ニジェール） 
・政府職員など 16 人（男性 14 人、女性 2 人）を対象に、調査終了約 2 年後の 2002 年 1～2 月に実施 

技術など 営農・水資源開発 牧畜 植林 普及の可能性 

「有効」などの肯定的な回答 １６人 １５人 １１人 １３人 
 

資料：砂漠化防止対策技術開発調査に対する評価報告書、緑資源公団（2003）

■ 普及を試みた各技術に対する住民の認識（ニジェール） 
・調査対象村 252 戸のうち 184 戸の住民（回答者は男性 167 人、女性 17 人）を対象に、調査終了約 2 年後の 2002 年 1～2 月に実施
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公団が導入したのを知っている 現在その技術を使っている

 
 
出展：砂漠化防止対策技術開発調査に対する評価報告書、緑資源公団（2003） 

50％

90％

農業 薪炭林保全

土壌保全 畜産 

■ 開発した砂漠化防止対策技術の概要 

 
水資源利用 

 

ワジ氾濫原の利用（乾期野菜栽培） 
 

・ワジ（涸川）の氾濫原に井戸を掘削し、

地下水を乾期の野菜栽培に利用 
・井戸周辺では、住民が自主的に野菜畑を

開墾 

農地保全 
 

 
 

 

半月堤 
 
・斜面上方向

に向かって

半月状に開

いた土の畦

を築く 
・植生回復効

果 は 高 い

（左写真は

緑が回復し

た半月堤の

内部） 
・石が入手可

能 な 場 合

は、畦の一

部に石積み

を併用する

と効果的

牧畜 

パルカージュ 
 

・ミレットなどの穀物収穫後の畑に放牧し、

茎などの収穫残渣を飼料として利用する

と共に、糞尿を施肥に活用。5～10ｔ/年の

糞尿を隔年で投入すると高収量が期待で

きる

水資源開発 
 

 

 

弾性波探査 
 

・地下水位を推定するため弾性波探査を導

入 
・推定した地下水位をボーリングで確認し

た結果、推定値と実測値の相関係数は高

い(0.8～0.9) 

植林 

防護柵 
 

・若木を家畜の食害から保護するための防

護柵を導入 
・木の籠が安価で耐久性が高い

農業 
 

 

野菜栽培（輪作体系） 
 

・野菜栽培（トマトなど）を含む４年の輪

作体系を導入した結果、高収量、病害虫

被害軽減の効果を確認 
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南米の土壌侵食に対処するため、①農林水産省補

助事業により、最も条件の厳しいボリビアの山岳部農

地における実証調査を通じて農地・土壌侵食防止対策

技術を開発した。 

 そして、開発した技術を適用し、②開発途上国自身

の取組みが行われるとともに、③JICA 技術協力プロジ

ェクが実施されている。 

さらに、④農林水産省補助事業により、パラグアイの 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

緩傾斜部及び平野部農地における実証調査に着手し

た。 

また、これら一連の協力に対し、例えばボリビアでは

開発した技術の持続可能性などについて農民や政府

職員などが高く評価している。 

このように、開発した技術は開発途上国自身の取組

みなどに適用されていることから、協力の成果は十分

に波及しているものと考えられる。 

 

 
 

土壌侵食防止 

■ 相手国の農民や政府職員から見た評価（ボリビア） 
・調査を実施したボリビアの関係者 15 人（農民 6 人、国職員 1 人、村職員 3 人、大学職員 5 人）を対象に実施 

評価 
 
項目 

十分妥当である 概ね妥当である
どちらとも言え

ない 
あまり妥当では

ない 
全く妥当ではな

い 

①持続可能性（技術・手法は、長期にわた

って持続する可能性があるか） ９人 ５人 ０人 １人 ０人 

②活用可能性（技術・手法は、周辺地域や

類似地域でも活用の可能性があるか） ９人 ６人 ０人 ０人 ０人 
 

注：①で「あまり妥当ではない」と 1 人が回答した理由…社会文化的要素などが、技術・手法の持続性に悪影響を与える可能性がある。 
出展：農地・土壌侵食防止対策実証調査報告書－ボリビア国－（第５年次）、J-Green（2004） 

■ 土壌侵食防止対策の波及状況 

 
実施機関：J-Green 

 

・土壌侵食状況の把握、土壌保全技術の収集及び分析 
開発し

た技術

を適用

南米では、資源収奪的な生産活動に起因する大規模な土壌侵食が深刻化

 
・フィールド調査、試験圃場調査の結果に基づき技術

指針を作成 

農地・土壌侵食防止対策技術指針 
 

・技術マニュアル（土木的保全対策技術など）

・手法ガイドブック（コンクール方式など） 

・農民指導テキスト、その他 

開発した技術を汎用化 

① 農林水産省補助事業 
（ボリビアの山岳部農地） 

基礎調査（1995～1999）

実証調査（1999～2003）

 
 
○  ボリビア農牧省

は、開発した手法

ガイドブックを省

のマニュアルとし

て採用 
 
○  事業に協力した

現 地 の 大 学 で

は 、 関 連 す る 技

術・手法をカリキ

ュラムに追加 

② 開発途上国

自身の取組み 
開 発 し

た技術

を適用
 
 
育 成 さ

れた人

材を活

用 

 

 
持続的農村開発のための実施体

制整備計画 
 

・現地の大学を拠点として、普

及のための技術者を育成 

③ JICA 技術協力プロジェクト

ボリビア（2006～）

調
査
結
果
を
適
用 

 
実施機関：J-Green 

④ 農林水産省補助事業 
（パラグアイの緩傾斜部及び平野部農地） 

 
・技術汎用化調査、試験ほ場調査 

・セミナー及びワークショップの開催 

・技術指針確立調査 

実証調査（2004～） 
調査結果を適用 土壌侵食防止対策の実践へ 

南米全体 
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■ 土壌侵食防止対策技術の例 

粗朶 
・表土流出を防ぐため、等高線に沿って粗朶と植

 生を並列に設置 

ストーンライン 
 

・表土流出を防ぐため、線状に石積みを設置 

・「コンクール方式」により農民自身が整備 

 

ベンチテラス 
・急傾斜地の農地の土壌流亡を防ぐため、階段 

状に石積みを設置 

注：「コンクール方式」とは、集落農民を 5～6
人ごとにグループ化し、進度などに関し

て各グループを競わせ、成果を互いに評

価しながら事業を実施する方式 

■ 調査関係者以外から見た評価（ボリビア） 
・本調査の成果発表のため開催された国際ワークショップへの参加者を対象に実施。計 32 人（コ

ンサルタント関係 30％、NGO24％、政府技術者 20％など）が回答 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

国内で類似プロジェクトを展開すべきか

技術指針について

プロジェクトの成果について

非常に役に立つ５８％ 役に立つ４２％

実施すべき７７％

修正して実施すべき２１％

実施は難しい２％

高く評価する７５％ 評価する２５％

出展：農地・土壌侵食防止対策実証調査報告書－ボリビア国－（第５年次）、J-Green（2004） 

■ 南米における土壌劣化の現状 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：World Atlas of Desertification Second Edition, UNEP (1997) 

 

山岳部の土壌劣化 
（ボリビア国チュキサカ県） 

緩傾斜部及び平野部の土壌劣化 
（パラグアイ国パラグアリ県） 

凡例（ 土壌劣化状況）  

  Low( 低い)  

  Medi um（ 中程度）  

  Hi gh（ 高い）  

   Ver y hi gh( 特に高い)

Low（低い） 
 

Medium（中程度） 
 

High（高い） 
 

Very high（特に高い）

凡例（土壌劣化状況）



 35 

 
 
 

 

持続可能な農業農村開発を行うため、①農林水産

省補助事業により、東南アジアなどにおいて「村づくり」

協力のための基礎調査を実施した。 

 そして、調査結果を適用し、②JICA 技術協力プロジェ

クト、③開発途上国自身の取組み、④FAO などの国際

機関との連携を進めている。 

さらに、これらの成果を応用し、⑤農林水産省補助

事業により、復興支援を必要とするアフガニスタンにお 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

いて成果を幅広く応用している。 

また、これら一連の協力に対し、例えばラオスでは 5

つのモデル農村の600名を超える農民が、稲作技術が

改善されたと評価している。 

このように、調査結果は開発途上国自身の取組みな

どに適用されていることから、協力の成果は十分に波

及しているものと考えられる。 

 

 

 
￥

村づくり 

■ 村づくり協力の波及状況 

・生産性の向上と生活環境の改善に一体的に取り組む必要

・成果が直接農民に届き、自助努力を誘発する協力が必要

 

実施機関：J-Green 

 
 
・東南アジアを中心にアジア、

中南米、アフリカの 23 カ国

で実施 
・「村づくり」協力手法を用い

た技術協力に必要な情報を

提供するため、次の項目に

ついて現地踏査、資料収集、

分析などを実施 
 ①自然条件、②社会経済条

件、③施工計画、④施工管

理、⑤労務・資機材、⑥現

地適正化技術、⑦その他必

要な施工技術、⑧関係機関 

 

 

ピラール南部地域農村開発計画 

 

ヴィエンチャン県農業農村開発 

計画（フェーズⅡを含む） 

 

南東スラウェシ州農業農村総合 

開発計画 

 

住民参加型農村環境保全計画 

 

 

実施機関：J-Green 
 

 
参加型農業農村復興支援対策調査

（アフガニスタン） 

① 農林水産省補助事業 

海外村づくり基礎調査 
(1989～2004) 

② JICA 技術協力プロジェクト

インドネシア(1991～1998)

パラグアイ(1994～2000)

ラオス(1995～2002)

チリ(2000～)

復興支援を必要とする国で応用
(2004～) 

④ 国際機関との連携 

 
③ 開発途上国自身の取組

 
 
・インドネシアで実施した JICA 技プ

ロは、周辺地域で世界銀行の融資プ

ロジェクトとして普及 

世界銀行の融資 

プロジェクト(1996～2002)

 
 
・「村づくり」協力で用いられたスト

ックファンドなどの手法を取り入

れた FAO の事業がインドネシア、

ラオス、バングラデシュ、スリラン

カにおいて展開中 

国連食糧農業機関(FAO)
のプロジェクト(2000～)

 
・インドネシア政府は JICA 技プロを

モデルとした「モデル JICA プロジ

ェクト」を、JICA 技プロの C/P 機

関を実施機関として、隣接する 8 村

において自国予算で実施

インドネシア(1998～2002)

⑤ 農林水産省補助事業 

調査結

果を適

用 
成果を

地域的

に拡大

成 果 を

幅 広 く

応用 

開発した

技術・手

手を適用
 
育成され

た人材を

活用 

 
 

■ インドネシア南東スラウェシ州における「村づくり」協力の拡大状況
 

 

④世界銀行の融資プロジェクト

（1996.4～2002.3） 

③開発途上国自身の取組み

（1998.4～2002.3） 

スラウェシ島（インドネシア）

②JICA 技術協力プロジェクト

（1991.3～1998.2） 

注：「ストックファンド」とは、互助的な金融の一

種。農民組織が所有する農業機械をメンバ

ーに貸し出して得た賃料や、メンバーが水

路建設工事に従事して得た資金の一部な

どを積み立てて原資とし、それを種子・肥

料・農薬の購入など、メンバーによる様々

な活動の資金として貸し出す仕組み 
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■ 「村づくり」協力手法の概要 

「村づくり」協力による農業農村開発（イメージ） 

 
 
 
 

 
村づくりに向けた農民との話し

合い 

 
 
・農民水管理組織の育成 
 

農民水管理組織設立のための

準備 

農民の組織化 
 
 
 
 
 
 

 
農民による用水路の建設 

農村基盤の整備
 
 
 
 
・地方政府職員等と共同で推進
 

野菜（キャベツ）の栽培実証 

現地適合型技術の

開発・普及 

指導指導 

農民参加による協力手法の開発

農民、地方政府職員が参加 

地域の将来計画の策定 

プロジェクト提供資材を利

用した、農民による水路・

道路の建設

指導 指導 

指導
日本人専門家 相手国政府の技術者

これまでの技術協力による農業農村開発 

 
・政府主導による計画策定 

地域の将来計画の策定 

指導
日本人専門家 相手国政府の技術者

 
・政府によるインフラ整備 

農村基盤の整備

 
・協力成果が農民に到達するまでに

時間が掛かる 
・地域の将来計画に農民の意向が

十分反映されない場合がある 
・整備したインフラの維持管理体制

が整わず、持続性が低い 

反省点 

指導指導 

日本人専門家

が直接農村に

入って支援 

■ モデル５村における米の自給率の推移（ラオス） 
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73 71
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出展：ラオス・ヴィエンチャン県農業農村開発計画に対する評価報告、J-Green（2004）

■ 相手国の農民から見た評価（ラオス） 
 

・モデル 5 村（人口約 3 千人、農家約 6 百戸）の農民を対象に、

プロジェクトを実施した結果改善されたと考えられる技術や

施設をアンケート形式で調査（2002 年） 
・改善されたと回答のあった上位 5 項目は次のとおり 

179

182

227

230

642

0 100 200 300 400 500 600 700

農業機械

養鶏

村落給水

灌漑

稲作技術

（人）

 
出展：メコンの風、ラオス ヴィエンチャン県農業農村開発計画フェーズⅡ（2002） 
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持続可能な水利用を実現するため、農林水産省委

託事業により、カンボジア、ミャンマー、タイにおける実

証調査を通じて、ソフト面の取組みと一体となった末端

水利施設の整備手法を開発している。 

 今後、開発した手法をガイドラインとして取りまとめる

とともに、普及方法を検討する予定である。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

また、これら一連の協力に対して、例えばカンボジア

では開発した技術や手法の定着・普及の見込みにつ

いて農民が一定の評価を与えている。 

このように、農林水産省委託事業の成果は、事業終

了後に波及していくことが期待できる。 

 

 

 

■ 参加型灌漑管理の波及状況 

参加型灌漑管理 

 
 
実施機関：JIID 

 
・カンボジア、ミャンマー、タイ、ラオス、ベトナム 
・末端灌漑施設の現況、事業制度、基準、管理上の問題点など

を調査

開発し

た手法 
を適用 

 
・各国各地域の特性ごとに実証調査地区を選定し、ソフト面の

取組みと一体となった末端水利施設の整備手法を開発中 

カンボジア ミャンマー
タイ 

（南部） 
タイ 

（東北部） 
計画段階か

ら農民が参

加した農民

による土水

路の建設な

ど 

末端水路の

整備水準ご

との効用把

握による最

適な末端水

路配置の分

析など 

Ｕ字溝建設

と土水路建

設を組合せ

た、低コス

ト用排兼用

小水路の検

討など 

新規管水路

灌漑地区に

おける、計

画段階から

農民が参加

した事業の

推進など 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・開発した手法をガイドラインとして取りまとめるとともに、

その手法を広く普及させるため、周辺国も含めた各地域の農

民水管理組織の状況や組織を取り巻く社会的・文化的背景、

地形的条件の違いなどを把握し、普及方法を検討 

施設の不適切な維持管理 
（灌漑効率の低下） 

施設更新の早期化 

政府予算

の圧迫 

負の 
サイクル 施設の 

老朽化進行

アジア・モンスーン地域の 
農業農村の現状と直面する課題

持続可能な水利用 
の実現 

人口の増加や 
灌漑面積の拡大

による水使用量の

増加 

末端灌漑施設の

未整備 

末端整備計画ガイドライン（仮称） 
・末端整備（末端水利施設の計画、運用、維持管理）を実

施する際の留意点を列挙した技術指針とチェックリスト

の中間的なもの 

農民水管理組織の状況把握、

普及方法の検討 

ソフト面の取

組 み と 一 体

と な っ た 末

端水利施設

の整備手法

を、アジア・

モ ン ス ー ン

地域へ普及

「施設の不適切な維持管理」の事例 

小用水路上流部での堆砂放置や雑

草繁茂などにより通水能力が低下し

た結果、十分な水が届かない中流部

では農民が計画外取水口を設置 

農林水産省委託事業 
（水資源開発戦略構築調査）

実証調査(2003～) 

ガイドラインの取りまとめ(2005～) 

現況調査(2001～2002) 

フィードバック 
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■ 相手国の農民から見た評価（カンボジア） 
 

・調査対象村の農民 19 人を対象に、2005 年 5 月に実施 
定着の見込み 普及の見込み 区分 

提案した 

技術・手法 

肯定的 

回答 

否定的 

回答 

肯定的 

回答 

否定的 

回答 

末端水利施設と

しての土水路の

建設 

１８人 ０人 １９人 ０人 

農 民 水 管 理 組

織の設立 
１９人 ０人 ３人 １４人 

注：「農民水管理組織の設立」の「普及の見込み」について、１４人が否定的回答をし

た理由…組織ができても必ずしも水が公平に行き渡るわけではない 
資料：JIID（2005） 

農民による土水路の清掃（カンボジア）
写真提供：JIID

■ 実証調査地区の現況と開発中の末端整備手法の概要 
 
 

高

い 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
低

い 

 
 

初期段階 充実段階 発展段階 
  

農民参加型水管理手法の導入状況（ソフト面の取組み） 

末
端
水
利
施
設
の
整
備
水
準
（
ハ
ー
ド
面
の
取
組
み
）

 
○ 丘陵・中山間部の新規パイ

プライン地区における、計

画段階から農民が参加し

た事業の推進

タイ（東北部）

○ 農民自身の選択による

水利費賦課方式の導入

農民水管理組織の話し合い状況（タイ）

 

○ 田越し灌漑から農民が建

設した小用水路による灌

漑へ 
 
 
 
 
 
 

カンボジア 

計画段階から農民が参加

した農民による水路建設 

支
線
用
水
路

分水工 

田越し灌漑 

○ 農民水管理組織の設立 

○  農民による施設の維持

管理 

支
線
用
水
路

小用水路取入口 

排水

 

○ 最適な末端水路配置の

分析 
 

ミャンマー 

最 適 な 末 端 水

路配置の分析 

○ 農民水管理組織の活性化

支線用水路 

小用水路田越し灌漑

排水

支線用水路 

小用水路

 

○ 政府が建設するＵ字溝水

路と農民が建設する土水

路により、コストと効用の

最適化について検討 
 
 
 
 
 
 

タイ（南部） 

○ 末端と全体が一体性を持

った水管理を実現するた

め、農民参加型水管理手

法の導入範囲を検討 

小 用 水 路 レ

ベ ル の 水 管

理組織 

支 線 用 水 路

レ ベ ル の 水

管理組織 

支線用水路 支線用水路
幹
線
用
水
路 

支
線
用
水
路 

政 府 が 建 設

するＵ字溝水

路 

農 民 が 建 設

する土水路

支
線
排
水
路 

排水




